平成18年度

問題1土地改良事業等に関する以下の問に対して、正しい答えの番号を答案用紙に記入して下さい。

(問1)土地改良事業に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.土地改良施設の管理は、当該施設の新設を行うものではないことから、土地改良事業計画(維持管理計画)を定める必要はない。

2.土地改良事業は、受益農家の負担を伴うため、必ず当該農家の申請によらなければならない。

3.換地処分は、それ自体は独立した土地改良事業ではなく、土地改良事業の実施手段とされている。

4.土地改良事業は、農用地を対象としていることから、非農用地を取り込んだ事業は実施できない。

解答

1. 土地改良事業計画(維持管理計画)を定める必要がある

2. 受益農業者の発意(申請)(2/3）の同意が必要

3. 換地制度と交換分合制度がある

4.土地改良事業は、非農用地を取り込んだ事業は実施できる

(問2)土地改良施設の管理に関する記述のうち、妥当なものはどれか。
1.土地改良施設の管理に要する経費は、本来、受益農家が負担すべきものであるが、当該施設の公共性、公益性等を勘案し、助成措置が講じられている。

2.土地改良施設は、国、都道府県等種々の事業主体により造成されるが、その管理については、造成主体が行うこととされていることから、土地改良区が管理する土地改良施設はごく僅かである。

3.土地改良区が管理する土地改良施設について、利益を受ける地域住民を当該土地改良区の組合員として認定し、管理費を強制的に徴収することができる。

4.土地改良施設の新設の際、受益者の同意を得ているので、当該施設の管理を行うときに改めて同意を徴集する必要はない。

解答

1. 妥当である

2. 受益農家が組織する土地改良区が行うのが多い

3. 土地改良法3条資格者が該当　農民自ら負担が建前、公共性公益性を勘案して助成ある

組合員に強制的に徴収可能

4. 関係受益者の同意または承認が必要

(問3)土地改良法の目的に関する記述について(A)～(D)に当てはまる組み合わせとして、妥当なものはどれか。

農業の生産性の(A)、農業総生産の増大、農業生産の選択的拡大及び農業構造の(B)を図るためには、農業の生産基盤を整備し、開発することが不可欠である。このため、土地改良法は、農用地の(C)、開発、保全及び集団化に関する事業を(D)に実施するために必要な事項を定めている。

A　　　　B　　　C　　　　　D

1.改善　改革　造成的　確かっ速やか

2.向上　改善　改良　　適正かつ円滑

3.増進　改良　改善　　適切かつ迅速

4.向上　改革　整備　　確実かつ円滑

解答

2番　土地改良法第1条第1項　必ずでる

(問4)換地処分と交換分合に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.換地処分も交換分合もそれ自体が独立した土地改良事業である。

2.交換分合は、土地改良事業であるので、交換分合のために必要な畦畔の撤去・移動等の工事は実施できる。

3.換地処分は、従前の土地と換地を法律上同一なものとみなし、権利関係の帰属を一挙に解決する。

4.交換分合は、工事を伴わないので土地改良事業ではないが、権利を承継的に移転させることができる。

解答

1. 手法としての換地処分、交換分合である

2. 交換分合とは、分散している農地を区画、形状を
、地番の変動をすることなく集団化す　　　るもの


3.　知事が公告した翌日、従前の土地の権利関係が新しく割り振った土地にあるものとみなされることになります
4.　交換分合も土地改良事業である

問5)土地改良事業の実施手続き等に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1. いわゆる小作地における事業参加資格者は、使用収益権者と所有権者と相談して決めればよい。

2. 土地改良事業の実施に当たっては、環境に適合するよう配慮することとされているので、事業主体の如何に関わらず、いわゆる住民の意見聴取を行わなければならない。

3. 国又は都道府県は、土地改良事業の申請があったときは、これを認めなければならない。

4. 土地改良事業計画は、土地改良事業の施行に関する基本的な要件に適合するものとなるように定めなければならない。

解答

1. 原則として使用収益者

2. 事業の主体　国営のみ？

3. 審査を行う

4. 妥当である

(問6)我が国の農地の現状に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.国土面積に占める農地面積の比率は、約13%であるが、農業地域別にみると沖縄がもっとも高くなっている。

2.農地面積は、農業基本法が制定された昭和36年から平成16年までの間に農地の造成が行われなかったこともあって、609万haから471万haと23%減少している。

3.水田において、30a程度以上に整形された面積の割合は全国平均で60%(平成14年3月)となっている。

4.畑において、農道の整備された面積の割合は全国平均で74%(平成14年3月)となっている。

解答

1. 農地比率は13％　沖縄？

2. 妥当？

3. 妥当

4. 妥当

(問7)わが国の食料自給率(カロリーベース)に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.食料自給率が低い理由は、自給可能な米の消費が落ちる一方で、自給率の低い畜産物等の消費が増えてきたことにもある。

2.新たな食料・農業・農村基本計画では、平成27年度における食料自給率の目標を60%としている。

3.食料自給率とは、その国で消費される食料がどのくらい国内で生産されているか(自給の度合い)を示す指標で、基本的には(生産)÷(消費)で計算する。

4.平成16年度における、国民1人1日当たりの供給熱量は、2,562kca1で、うち国産熱量は1,013kcalである。

解答

1. 妥当

2. ２７年カロリーベース45％

3　妥当

4.　妥当

(問8)新たな食料・農業・農村基本計画の基本的な考え方に関する記述について、(A)～(D)に当てはまる組合せとして妥当なものはどれか。

1.食料の安定(A)の確保を図るため、食の安全と消費者の信頼を確保することとしている。"

2.わが国の農業を(B)に発展させるために、人材の育成・確保や農業生産基盤の整備を図ることとしている。

3.農村の振興に関しては、地域(C)の保全管理や快適で安全な農村の暮らしの実現を図ることとしている。

4.施策を総合的にかつ計画的に推進するため、施策具体化の工程を明らかにし、政策(D)を活用して計画的に進めることとしている。

A　　　　B　　　　C　　　D

1.供給　持続的　資源　評価

2.供給　先進的　資源　評価

3.需要、先進的　資産　鑑定

4.需要　持続的　資産　鑑定

解答

1？

(問9)農業農村整備事業の体系と内容に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.農業生産基盤整備事業は、食料の安定供給、農業生産性の向上等に資するために、農業用用排水施設や農地等の整備を実施する。

2.農村整備事業は、生産基盤の整備と一体的に生活環境を整備し、快適で活力ある農村地域の形成に資するため、農道の整備や集落内の雨水のみを排除する農業集落排水施設の整備を実施する。

3.農地等保全管理事業は、農村地域での災害を未然に防止し、農地及び農業用施設の保全を図るため実施する。

4.農業農村整備事業は、農業生産の基盤と農村の生活環境の整備を通じて食料・農業・農村基本法の基本理念の実現を図るために実施する

解答

2. 農業集落における、し尿、生活雑排水などの汚水又は雨水を処理する施設
(問10)農業農村整備事業における事業評価について、不適当なものはどれか。

1.事業の効率性・透明性の向上を図るため、事業評価を行っている。

2.事業計画策定に当たって、事業参加資格者の要望が強い場合は、費用対効果の分析を行う必要はない。

3.事業実施中は、事業の進捗状況や社会経済情勢の変化等を評価し、必要に応じて事業の見直しを行う。

4.事後評価とは、事業完了後に事業効果の発現状況等を評価し、今後の事業のあり方等に適切に対応させるために行う。

解答

2　必要がある

(問1)用地補償の手続きの順位に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.事業計画等説明会→用地調査等実施→土地・物件調書の作成→用地交渉開始→

契約締結→所有権移転登記→補償金等精算払

2.事業計画等説明会→用地調査等実施→土地・物件調書の作成→用地交渉開始→

契約締結→補償金等精算払→所有権移転登記

3.事業計画等説明会→用地調査等実施→用地交渉開始一→土地・物件調書の作成→

契約締結→所有権移転登記→補償金等精算払

4.事業計画等説明会→用地調査等実施→用地交渉開始→土地・物件調書の作成→

契約締結→補償金等精算払→所有権移転登記

解答

1

(問2)地図(公図)の転写以降の作業手順に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.地図(公図)の転写→土地登記簿の調査⇒公図写連続図の作成→住民票等の調査→

戸籍簿等の調査

2.地図(公図)の転写→住民票等の調査→土地登記簿の調査→戸籍簿等の調査→公図

写連続図の作成

3.地図(公図)の転写→土地登記簿の調査→戸籍簿等の調査→住民票等の調査→公図

写連続図の作成

4.地図(公図)の転写→土地登記簿の調査→公図写連続図の作成→戸籍簿等の調査→

住民票等の調査

解答

3

(問3)土地登記簿に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.登記記録は、1筆の土地ごとに表題部と権利部(甲区と乙区に区分)とに区分し作成される。

2.表題部には、土地の所在、地番、地目、地積等が記録される。→(どこに、何が、どのように、どのくらい、いっから)

3.権利部(甲区)には、所有者に関する事項が記録される。→（所有者は誰で、いつ、どんな原因(売買、相続等)で所有権を取得したか。）→(所有権移転登記、所有権に関する仮登記、仮処分等)

4.権利部(乙区)には、所有権以外の権利に関する事項が記録される。→(抵当権設定、差押え、地上権設定等)

解答

4差押は甲区？

(問4)建物登記簿の調査に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.表題部からは、建物の所在、地番、家屋番号、種類、構造及び床面積等を調査する。

2.甲区からは、登記名義人の住所及び氏名又は名称等を調査する。なお、共有建物の場合は、甲区記載の共有者の持分を調査する。

3.甲区に、仮登記、地役権設定等がある場合は、その内容を調査する。

4.乙区に、抵当権設定等がある場合は、その内容を調査する。

解答

3.地役権は乙区

(問5)土地の評価に関する調査の記述のうち、不適当なものはどれか。

1.近隣地域及び類似地域の取引事例を調査する。

2.(地価公示法)標準地の価格及び(国土利用計画法施行令)基準地の価格を調査する。

3.取得又は使用する土地に係る路線価及び課税標準価格を調査する。

4.近傍類地の世評価格の調査は要しない。

解答

4？

(問6)土地取引事例調査の方法に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.近傍類地の取引事例は、取得しようとする土地と立地条件及び経済条件が類似した土地を選定し、土地取引事例調書に記入する。

2.他の公共事業の用に供された近傍類地の取引事例は、積極的に調査する。

3.収集する資料は、課税上の評価額、固定資産の評点、土地区画整理事業等における路線価、信頼できる評価機関の標準価格、鑑定価格の先例価格等である。

4.官公庁又は精通者からの聞き取りは要しない。

解答

4？

(問7)用地取得等の租税特別措置法に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.事業用地買取り等の申し出から8か月程度以内に売却した場合は、5千万円の特別控除が認められる。

2.事業用地買取り等による税法上の特典は、次のどちらか一方についてのみ認められる。

(ア)5千万円の特別控除

(イ)代替資産を取得したとき、その代替資産にあてた分についての免税の特典

3.事業用地買取り等の代替地として譲渡した場合は、2千万円の特別控除が認められる。

4.5千万円の特別控除は、全ての公共事業等に適用される。

解答

1.　申し出　６ヶ月以内

2.　代替資産は２年以内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3.　１５００万の控除

4. 　税務署に事前申請して認められたもの

(問8)土地収用法等に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.土地改良事業用地として必要な土地等は、原則として私法上の契約により取得等する。

2.事業認定とは、事業が真に公共のためになるもので、収用権が付与されるもの。

3.土地収用法第3条に記載されている事業であれば、事業認定を受けられる。

4.事業認定は、一定の期間が過ぎれば、失効する。

解答

3.事業の妥当性など必要

(問9)登記に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.住所移転に伴う登記名義人の住所を変更する場合の登認の目的は、「○番所有権登記名義人住所変更」という。

2.土地分筆登記は、前提登記という。

3.始めて所有権を登記する場合は、所有権創設登記という。

4.所有権移転登記は、終局登記という。

解答

1.登記名義人表示変更登記

 (問10)財産管理に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.基幹的施設を土地改良区等へ管理委託する場合、この施設用地は、国から土地改良区等への所有権移転登記をする。

2.基幹的施設を土地改良区等へ管理委託する場合、この施設用地は、国から土地改良区等への所有権移転登記は省略し、財産台帳に所有権移転の事実を記載する。

3.基幹的施設を土地改良区等へ管理委託する場合、この施設用地は、国の名義のままでよい。

4.基幹的施設を土地改良区等へ管理委託する場合、この施設用地は、土地買収相当額の補償により土地改良区等の名義とする。

解答

3

(問1)適正な取引事例であるための要件に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.事情補正率が30%以内で適正に補正できるもの。'

2.取引時期が3年以内であるもの。

3.個別的要因の比較が容易であるもの。

4.画地の面積が著しく相違していないもの。

解答

2.取引事例が2年以内であるもの

(問2)所有権に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.所有権とは、自分の物に対する権利で、所有者は、法令の制限内で自由に所有物の使用・収益・処分する権利を有するもの。

2.所有権とは、全面的な支配権を有する絶対権で、ひとたび成立した所有権は、他人の取得がなければ永久に存続するもの。

3.相隣法的制限とは、相互に隣りあう所有者の所有権が制限される場合等をいう。

4.所有権の社会法による制限とは、借家法により制約される場合のみをいう。

解答

4

(問3)物権に関する記述のうち、妥当なものはどれか。
1.抵当権とは、契約によって発生するもの(約定担保)で、債権の担保のための物権(担保物権)である。

2.質権とは、法律上当然に発生するもの(法定担保)で、債権の担保のための物権(担保物権)である。

3.先取特権とは、債権の担保のための物権(担保物権)で、他人の物を利用する権利である。

4.留置権とは、他人の物に対する物権(制限物権・他物権)で、他人の物を利用する権利である。

解答

1.

2.約定担保

3.法定担保

4. 他人の物の占有者がその物に関して生じた債権の弁済を受けるまで、そのものを留置する権利
(問4)地上権に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.区分地上権は、一般(普通)地上権の部に創設(昭和41年民法改正)された規定で、区分地上権と一般地上権とは、区分地上権が土地の一定層のみをその目的とするという相違以外は、法的性質等はとくに変わらない。

2.区分地上権は、土地の地下又は空間において、上下の範囲(層)を定めて、その部分に地上権を設定するもので、一般地上権と同様、権利を行使するために土地所有者の土地使用に制限が加えられる。

3.区分地上権は一般地上権に比べ、土地所有者への土地使用の制限は軽く、その分土地所有者は、土地の有効利用が図れる。

4.地上権には、民法の相隣関係の規定を準用しない。

解答

4.地上権には、民法の相隣関係の規定を準用する

問5)建物等の移転料に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.従前の建物と同種同等の建物を建築することが合理的と認める場合にのみ採用される工法を構内再築工法という。

2.構外再築工法と構内再築工法とは、全く同一の工法である。

3.構内再築工法による補償総額が、構外再築工法の補償総額を著しく越えない程度であれば、この工法と補償総額が採用されることもある。

4.曳屋工法による建物移転料は、曳屋工事費と補修工事費との合計額である。

解答

1. 従前の建物と同種同等の建物又は従前の建物に照応する建物を建築することが合理的と認められる場合　「構内再築工法」

2. 構内に照応建物がある

3. 有形的検討、機能的検討、法令上の検討を行い構内移転の補償額が、構外移転の補償額に残地の価格を加えた合計額を超えない場合

4. 妥当

(問6)用材林及び薪炭林の立木の伐採補償に関する記述のうち、妥当なものはどれか。
1.伐期到達立木の伐採補償は、通常妥当と認められる伐採方法、伐採時期等を選択できないことによる搬出費用の増加の損失に対しての損失額で補償する。

2.伐期未到達立木で市場価格のある立木の伐採補償は、林木期望価方式により算定した林木期望価額で補償する。

3.伐期未到達立木で市場価格のない立木(人工林)の伐採補償は、林木費用価方式により算定した林木費用価格と伐採除却に通常要する費用相当額との合計額から伐採により発生した材料の価格を控除した額で補償する。

4.林木費用価方式とは、市場価格のない立木について、現在までに要した当該立木の経費の前価合計額から現在までの収益の前価合計額を控除した額をもって評価する方法をいう。

解答

2

(問7)漁業廃止の補償に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.漁業権等の消滅に伴い通常漁業権の継続が不能になると認められても、組合員として高額な漁業権等の消滅補償金の配分を受けている場合は、漁業廃止の補償の対象とならない。

2.漁業廃止に伴うその他資本に関して通常生じる損失額は、漁業廃止の補償の補償項目でない。

3.漁業廃止に伴う解雇予告手当相当額その他労働に関して通常生じる損失額は、漁業廃止の補償の補償項目である。

4.漁業廃止に伴う転業に必要な期間中(5年以内)の収益(又は所得)減は、漁業廃止の補償の補償項目である。'

解答

3妥当である

(問8)立毛補償と土地等の返還に伴う補償に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.立毛補償額は、作付済の立毛の粗収入額見込額から当該土地の引渡し時以後に通常投下される農業経営費(自家労働の評価額を除く)と当該立毛の処分価格とを控除した額である。

2.農作物を作付するためにすでに費用を投下したときには、当該費用を立毛補償額とする。

3.土地等の返還に伴う補償額は、当該土地を原状に回復して返還する場合の補償額と原状に回復することが困難で返還時の現状のまま返還する場合の補償額とは、同一額である。

4.土地等の返還に伴う補償額は、当該土地等の価格を著しく越えない程度であれば、補償額として採用される。

解答

1.自家労働の評価額を含む

2.妥当である

3.同一でない

4.土地の価格を超えないものとする

(問9)養殖物補償、特産物補償に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.養殖物とは、一定の区域において特定人の支配のもとに管理される市場価値のある藻類、魚介類等の水産動植物をいう。

2.養殖物を他に移植することが相当であると認められたときの養殖物補償は、その移植に要する経費のみを補償する。

3.特産物とは、その地域特有の自然的条件のもとに産出される市場価値のある植物をいう。

4.野生の薬草等で特定人の管理に属していないものは、天恵物という。

解答

2移植に伴う経費＋移植に伴う減収

(問10)既存公共施設等に対する公共補償の記述のうち、不適当なものはどれか。

1.既存公共施設等に対する公共補償は、原則として、従前の機能回復を図るために行うものである。

2.機能回復の方法は、既存公共施設等と異なる種類の施設(異種施設)によることが技術的、経済的にみて合理的と認められるときのみ異種施設によることができる。

3。既存公共施設等の機能回復を代替の公共施設等により新たに建設する場合は、その建設するために必要な費用を補償する。

4.機能回復の方法によるものとして算定した補償額が一般補償基準により算定した補償額に満たない場合は、一般補償基準により算定した補償額により算定した額を補償する。

解答

3建設費+建設雑費+維持管理費

